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研究成果の概要（和文）：本研究では、森林と農業生産性の関係についての定量的評価を実施した。当初予定し
ていたフィールド実験および森林火災の影響評価については、現地での警察による取り締まりが厳しくなったこ
とから、農家の焼き畑に関する情報の取得が不可能となったため、森林火災にも起因する森林減少が農家の生産
性にどのように影響を与えたのかについての評価を行った。結果として、農業生産は森林生態系から良い影響を
受け取っており、このことは森林の価値を評価する際に正の外部性として考慮されるべきであることが明らかに
なった。具体的には、インドネシアにおける森林減少による農業生産の減少は2.63billion米ドルに上ると推定
された。

研究成果の概要（英文）：In this research, I examined the effect of forest cover change on 
agricultural productivity using household panel data and remote sensing data on forest change. The 
focus of the study is rural Indonesia, where deforestation is causing intensive biodiversity loss 
while agriculture is the main industry. I estimated an agricultural production function and find 
that farmers in rural Indonesia experienced a reduction in agricultural productivity of 45% between 
2001 and 2014 or US$2.63 billion in 2014. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
インドネシアを含む熱帯地域の森林減少は、先進国のパーム油の消費の拡大によって促進されていると考えられ
る。本研究では、森林減少がおこると、現地の生物多様性が失われるだけでなく、農業で生計をたてている世帯
にとっても重大な影響を及ぼす可能性があることを明らかにした。このことは、森林の価値として見逃されてき
ていた点であり、今後の保全政策において、森林の経済的価値として正しく把握することが求められる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
インドネシアにおける森林火災は、放出される温室効果ガス（GHG）総量が非常に大きいこ

となどから学術的・政策的な注目が高まっている。1997 年にインドネシアで発生した大規模
な森林火災では、2.57 ギガトンの炭素が大気中に放出されたと推計されており、これは全世界
の化石燃料による炭素放出量の 40％に相当する（Page et al., 2002）。これまでの研究では、
GHG 放出や生物多様性の損失といった、森林火災のグローバルな影響があきらかにされてき
た。しかしその一方で、森林火災のローカルな影響については比較的単純な形で言及するに留
まっている。インドネシアの森林火災は、居住地に密接して発生する特性があり、現地の世帯
は「焼失リスク」や「健康リスク」による損失を受けている。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、インドネシアにおける森林火災を抑制するためにはどのような政策が有効

であるかについて、経済学的観点から分析することを目的としている。また、森林と周辺農業
生産との関係性に着目し、持続可能な森林保全・開発政策の策定に必要な基盤的データを整備
し、政策提言をすることである。 
 
３．研究の方法 
当初はフィールド実験および、森林火災と焼き畑作法についての聞き取り調査を行う予定で

あったが、現地での警察による取り締まりが厳しくなったことから、農家の焼き畑に関する情
報の取得が不可能となったため、森林火災にも起因する森林減少が農家の生産性にどのように
影響を与えたのかについての評価を行った。そのため、農業生産に関する統計データと森林に
関する衛星データを組み合わせることで、森林と農業生産との関係を明らかにした。 
 
４．研究成果 
本研究では、農業生産は森林生態系から良い影響を受け取っており、このことは森林の価値

を評価する際に正の外部性として考慮されるべきであることが明らかになった。具体的には、
生態系サービスの損失が小規模農家の農業生産性に与える影響について分析を行った｡生態系
サービスの損失は, 害虫を捕食する生物の減少などを通じて, 森林の近くでおこなわれている
農業に影響を与えていることが考えられる｡結果として, 森林減少によって失われた農業生産
額は, 年間約 3 兆 8,122 億ルピア(約 2 億 8,000 万ドル) と推定された｡また,農家の消費額を
対象とした分析をおこなったところ, 森林減少は農家の食糧品支出を 8.8％, 非食糧品支出を
25.5％減少させている可能性が明らかになった｡ 
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